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東北地方の私立高等学校における学校不適応を抱えた生徒を
支援する専門職と医療機関の連携についての検討
－私立高等学校の専門職と医療機関との連携について－

抄 録

東北地方の私立高等学校では教諭の他、学校医、養護教諭、特別支援教育コーディネーター、スクー
ルカウンセラー、スクールソーシャルワーカーなどが生徒や保護者を支援し、医療機関と連携している
が、私立高校の専門職と医療機関との連携が学校不適応を抱える生徒に影響を与えているのだろうか。
本研究では、私立高校と医療機関との連携に関与する専門職について関連を明らかにするため重回帰分
析を用いて解析を行った。結果、私立高等学校と医療機関との連携では、学校医、特支コーディネー
ター、スクールカウンセラーが関連していることが明らかになった。

今後は、医療機関と専門職との連携においては、単一の専門職が高校生を支援するのではなく、不足
している専門職の仕事を専門職チーム全体で補って、医療機関との連携を進める必要があると検討した。

キーワード：学校保健、連携、専門職、医療機関、私立高校

緒　　　言

いじめ問題、不登校、中途退学、暴力行為、発達障
害、精神障害、児童虐待などにより、学校問題を抱え
る高校生（以下学校不適応）に対して、私立高等学
校（以下私立高校）では公立高等学校（以下公立高
校）同様に支援している。学校不適応を抱える生徒に
は、学校医、養護教諭、特別支援教育コーディネー
ター（以下特支Co）、スクールカウンセラー（以下
SC）、スクールソーシャルワーカー（以下SSW）など
の専門職が、医療機関と連携し対応している１）－２）。こ
れまで、主に単一の専門職の支援や医療機関との連携
が有用であることを示す報告はあるが、様々な専門職
と医療機関の連携状況、連携と専門職との関連につい
ては十分に明らかにされていない。

私立学校法第一条にある通り、私立学校は公共性を
高めることによって、生徒の健全な発達を図ることを
目的としている。私立高等学校（以下私立高校）では
公立高等学校（以下公立高校）同様、学校不適応を
抱える生徒がいる。学校医や養護教諭、特支Co、SC、

SSWといった専門職は学校不適応を抱える生徒に対
応し、身体的な問題については一般医療機関と精神的
な問題は精神科医療施設との多様な連携などを行って
いる。

国内の私立高校、公立高校に在籍する生徒の１校当
たりのいじめ認知件数は、私立高校が1.9件、公立高
校が2.5件とやや多い。不登校生徒の割合は、私立高
校が1.1％であり、公立高校は1.5％とやや高いが、不
登校退学率については、私立高校が20.1％であり、公
立高校の19.6％よりやや高い。また、病気を理由に長
期欠席している生徒の構成比は、私立高校で27.5％で
あり、公立高校の18.1％より高く、中途退学の割合は
私立高校が1.3％であり、公立高校の1.0％よりやや高
い。暴力行為の発生割合は私立高校31.7％、公立高校
が35.4％であった。（表１）３）。養護教諭やSCについて
の報告として、辻による養護教諭が介入支援した114
例の事例研究によると、医療機関・相談機関と養護教
諭が連携した場合、養護教諭が経験した事例の中で医
療機関との連携が満足、やや満足、比較的うまくいっ
た事例の３項目を成功とし、不満、やや不満、心残り
な事例の３項目を失敗と設け、医療機関との連携で成

山形大学医学部公衆衛生学・衛生学講座
（令和５年９月25日受理）

小玉幸助，今田恒夫

DOI 10.15022/0002000775



－2－

小玉，今田

  

  私立高校 公立高校 

1 校当たりのいじめ認知件数 1.9 件 2.5 件 

不登校 1.1% 1.5% 

不登校退学率 20.1% 19.6% 

長期欠席（病気） 27.5% 18.1% 

退学率 1.3% 1.0% 

暴力行為 31.7% 35.4% 

＊長期欠席は構成比、分母は「病気の生徒」 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

功した事例は39人、失敗した事例は19人であった。な
お、相談機関との連携は成功３人、失敗８人である。
この結果から、高等学校の養護教諭がコーディネー
ターの役割を果して専門機関と連携することで、治
療と教育が有機的に作用すると述べている４）。医療機
関との連携では、岩井らは養護教諭、特支Co、教員、
支援員などと協議し、保護者に医療機関の受診の必
要性を伝えていた５）。また、公立高校の研究において、
有賀の調査では養護教諭が精神疾患と疑われる生徒を
関係機関につなぐ支援などが重要であると述べてい 
る６）－７）。SCについて、東京都内の私立高校１校を対
象に10年間カウンセリングを実践し、その相談内容を
調査した近藤は、男子生徒がクラブ活動、不登校、女
子生徒が人間関係、友人問題、家族問題であったと報
告している８）。坂田、新井らは、SCは生徒と教師、教
育と医療をつなぐ役割を担い９）、専門性について、学
校組織を維持するうえで必要と示唆した10）。

特支Co、SSWなどの専門職についての報告として、
特支Coについては、前田らは福井県の公立高校でコ
ロナウイルス感染の流行により、特支Coへの相談件
数が増加したことが報告されている11）。SSWは駒田、
山野によれば医療機関と学校との連携、地域との連携
等を業務としており、155自治体を対象とした調査で、
社会福祉士または精神保健福祉士の資格をもつSSW
による支援の方が資格を持たないSSWの支援よりも
有用性があることを報告している。またSSWは学校
組織、関係機関、子ども・保護者などと連携するが、
中でも関係機関との連携において有意な要因であっ 
た12）。大瀧、天野、大島の調査では、精神科医療と学
校との連携について検討した研究では、精神科医療と
連携が最も多いのは小学校、次いで中学校の順である
が、学校と精神科医療機関の情報共有は、主に学校側
からの情報提供による一方向であると報告されてい 
る13）－14）。

これまでの研究では、質問紙法を用いて上記のよう
な調査をしているが、学校と医療機関との連携の全体
的な件数や割合のみを示した研究が多く、学校不適応
を抱える高校生を支援する専門職それぞれの関与、連
携医療機関の種類（一般医療機関、精神科医療施設）
別の連携状況などは報告されていない。一部の公立
高校では、学校不適応を有する生徒に対しSCやSSW
が支援した結果の指標の１つである「解決率」「好転
率」（以下良好）も公表しているが15）－16）、私立高校の
専門職と医療機関との連携が、生徒に関連しているか
どうかについて報告がない。

以上の現状から、東北地方の私立高校における医療
機関との連携についての実態、特に、私立高校の専門
職と医療機関との連携が学校不適応を抱える生徒に影
響を与えているのだろうか。本研究では、私立高校と
医療機関との連携に関与する専門職を、統計的手法を
用いて明らかにすることを目的として調査・検討を
行った。

対象と方法

１）対象と調査について
東北地方の私立高校111校における2019年度から

2020年度に在籍した生徒を対象とし、各私立高校に
自記式質問紙、依頼文、説明文、提出用の封筒を送
付し回収した。質問紙の郵送と回収を行った期間は
2021年12月10日から2022年２月28日である。

２）調査項目
本調査の項目は「各高校に配置している各専門

職者数」「全校生徒数（退学・休学・留年）」「要対
応生徒数」「一般医療機関と私立高校が連携した生
徒数」「精神科医療施設と私立高校が連携した生徒
数」とした。専門職者は先行研究や公的資料から学

表１　私立高校と公立高校のいじめ、不登校・長期欠席等の割合
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校医や養護教諭、特支Co、SC、SSW、教育相談員
など高校生を支援するその他職員（以下その他）と
設定した。

３）調査項目の定義
調査項目の定義について、本研究では、学校不適

応に該当する生徒を「要対応生徒」と定義し、要対
応の重症度の高い順から、「要連携」「要介入」「要
支援・要観察」の３つに分類した。「要連携」は発
達障害や精神障害と診断されている生徒（診断書あ
り）、または障害者手帳を取得しており、校内で合
理的配慮が必要な生徒とした。「要介入」は不登校
（文部科学省の定義である30日以上の欠席）に該当
する生徒で、診断書を学校に提出していない者、障
害者手帳の取得をしていない者、または長期欠席を
している生徒、学校不適応などの学校問題を抱えて
いる生徒とした。「要支援・要観察」は特別な配慮
が必要な生徒（例えば、準不登校に該当する生徒で
15日以上30日未満の欠席）、発達に偏りがあると疑
われている生徒、あるいは学校が定める科目ごとの
実施予定時間の欠課時数を超えない範囲の生徒（例
えば、留年に関わる欠課時数が1/3または1/4を超え
ない範囲の生徒が対象）、またはSCの支援が必要と
考えられる生徒と定義した17）－18）。

医療機関と私立高校の連携の内容について、先行
研究を参考に診断書の発行、意見書等の情報提供書、
電話・メール等による連絡（FAX含む）、医療機関
への訪問、ケース会議（要保護児童対策地域協議会
含む）の開催、生徒の受診同行支援、保護者からの
情報提供、他の関係機関からの情報提供の８項目と
定義した。

医療機関の分類については、一般医療機関と精神
科医療施設に分類し、一般医療機関の診療科は先
行研究と調査の結果から、「小児科」「内科」「心療
内科」「外科」「耳鼻咽喉科」「脳神経内科」とした。
一般医療機関、精神科医療施設、両者を合わせた全
医療機関について、生徒の受診数の情報を収集した。

４）統計学的解析
各専門職と医療機関（一般、精神科、全医療機

関）連携の関連については、各専門職数を説明変数、
医療機関連携数を目的変数とする重回帰分析を用い
た。専門職については強制投入法を採用し、解析を
行った。高い多重共線性を示したVariance Inflation 
Factor（VIF）10以上の因子を除外して最終的な解
析を行った。要対応生徒数が医療機関連携数と関連

する可能性があるため、要対応生徒数を補正因子と
して加えた。要対応生徒数、医療機関連携数、各専
門職数は非正規分布であったため、対数変換した値
を用いた。統計学的解析ではIBM SPSS Statistics 
version 28を使用し、P値0.05未満を統計学的に有意
と判断した。

研 究 倫 理

本研究は、宮城誠真短期大学研究倫理委員会によ
る承認を得たうえで実施した（承認番号MSJC－令
0303）。調査対象の高校の本調査への参加は、調査票
の記入・返送をもって、同意が得られたとした。

結　　　果

１）調査票の回収率と有効回答率
東北地方の私立高校111校を対象に調査票を郵送

し、43校（回収率38.7％）から回答を得た。数値
が欠損していた３校を除いた、40校（有効回答率
36.0％）から有効な回答が得られた（表２）。

２）生徒数
解析対象40校における２年間ののべ生徒総数は、

全校生徒53,819人、退学者949人（1.8％）、休学者が
425人（0.8％）、留年者が204人（0.4％）であった。
１校当たりの中央値（最小、最大）は、全校生徒
1,173人（161人、6,566人）、退学者19人（０人、75人）、
休学者２人（０人、142人）、留年者0.5人（０人、
92人）。生徒1,000人年当たりの人数の中央値（最小、
最大）は、退学者17.0人（０人、70.9人）、休学者1.0
人（０人、120.0人）、留年者0.4人（０人、57.3人）
であった（表３）。

２年間ののべ要対応生徒総数は2,154人（全生徒
数の4.0％）であった。要対応生徒の分類では、要
連携442人（20.5％）、要介入548人（25.5％）、要観
察・要支援1,164人（54.0％）であった。１校当たり
の中央値（最小、最大）は、要対応生徒39人（０人、
216人）、要連携３人（０人、63人）、要介入10人（０
人、77人）、要支援・要観察12人（０人、106人）で
あった。生徒1,000人年当たりの人数の中央値（最
小、最大）は要対応生徒37.9人（０人、283.4人）、
要連携2.2人（０人、190.2人）、要介入9.0人（０人、
101.0人）、要支援・要観察13.2人（０人、110.2人）
であった（表４）。
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   n＝40

項目 回答 件数 % 

都道府県 青森県 10 25.0 

 岩手県 4 10.0 

 宮城県 11 27.5 

 秋田県 2 5.0 

 山形県 4 10.0 

  福島県 9 22.5 

回答者 教頭 12 30.0 

 養護教諭 16 40.0 

 特別支援教育コーディネーター 2 5.0 

  その他 10 25.0 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

生徒数 
40 校の 

総人数(%) 

1 校当たり中央値 

（最小値‐最大値） 

生徒 1,000 人年当たりの中央値

（最小値‐最大値） 

全校生徒数 53,819 1,173（161-6,566）  

退学者数 949(1.8) 19（0-75） 17.0（0-70.9） 

休学者数 425(0.8) 2（0-142） 1.0（0-120.0） 

留年者数 204(0.4) 0.5（0-92） 0.4（0-57.3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  
40 校の 

総人数(%) 

1 校当たり中央値 

（最小値‐最大値） 

生徒 1,000 人年当たりの中央値

（最小値‐最大値） 

要対応生徒 2,154 39（0-216） 37.9（0-283.4） 

要連携 442（20.5） 3（0-63） 2.2（0-190.2） 

要介入 548（25.5） 10（0-77） 9.0（0-101.0） 

要支援・要観察 1164（54.0） 12（0-106） 13.2（0-110.2） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

表２　回答があった私立高等学校、回答者の内訳

表３　生徒数について

表４　要対応生徒の内訳

３）専門職数
解析対象40校における２年間ののべ専門職総数

は469人で、内訳は学校医230人（49.0％）、養護教
諭103人（22.0％）、特支Co53人（11.3％）、SC78人
（16.6％）、SSW２人（0.4％）、その他３人（0.6％）
であった。１校当たりの各専門職の人数の中央値
（最小、最大）は、学校医５人（０人、18人）、養
護教諭２人（０人、10人）、特支Co０人（０人、25
人）、SC２人（０人、８人）、SSW０人（０人、２人）、
その他０人（０人、２人）であった。生徒1,000人

年当たりの中央値（最小、最大）は、専門職総数
8.8人（1.7人、53.3人）、学校医4.4人（０人、35.6人）、
養護教諭1.8人（０人、12.4人）、特支Co0.0人（０人、
22.0人）、SC1.5人（０人、12.4人）、SSW0.0人（０人、
1.5人）、その他0.0人（０人、1.9人）であった（表
５）。

４）私立高校と医療機関との受診数
全医療機関受診776人中、学校が連携したのは、

528人（68.0％）であった。医療機関別では、一般
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医療機関受診435人中284人（65.3％）、精神科医療
施設受診341人中244人（71.6％）で学校と連携が
あった。

５）医療機関連携数と私立高校の各専門職数の関連
私立高校と医療機関連携数の各専門職数との関連

を明らかにするために、１校当たりの学校医、養護
教諭、特支Co、SC、SSW、その他専門職の人数を
説明変数、医療機関連携数を目的変数、要対応生徒
数を補正因子とした重回帰分析を行った。また、中
央値が０の特支Co、SSW、その他専門職を除外し、
学校医、養護教諭、SC、補正因子である要対応生
徒数を説明変数とし、重回帰分析を行っている（表
５）。

１校当たりの学校医、養護教諭、特支Co、SC、
SSW、その他専門職の人数を説明変数とした結果
では、全医療機関との連携数とは、学校医数、SC
数、要対応生徒数で正の相関を認めた。関連の強さ
を示すｔ値の絶対値の順番は、要対応生徒数、SC
数、学校医数であった。一般医療機関連携数につい
てはSC数、要対応生徒数が正の相関を示した。関
連の強さを示すｔ値の絶対値の順番は、要対応生
徒数、SC数であった。精神科医療施設では学校医
数、その他数、要対応生徒数が正の相関、特支Co
数が負の相関を示した。関連の強さを示すｔ値の絶
対値の順番は、要対応生徒数、その他数、特支Co
数、学校医数であった。これらの独立変数について
は、全てVIFが２未満であり、強い多重共線性を認
めなかった（表６）。

学校医、養護教諭、SC、補正因子である要対応
生徒を説明変数とし、重回帰分析を行った結果、全
医療機関連携数では、専門職との関連が認められな
かった。一般医療機関連携数についてはSC数、要
対応生徒数が正の相関を示した。関連の強さを示す
ｔ値の絶対値の順番は、要対応生徒数、SC数であっ
た。精神科医療施設では学校医数、要対応生徒数が
正の相関を示した。関連の強さを示すｔ値の絶対値
の順番は、要対応生徒数、学校医数であった。これ
らの独立変数については、全てVIFが２未満であり、
強い多重共線性を認めなかった（表７）。

考　　　察

本研究では、東北地方の私立高校を対象にアンケー
ト調査を行い、学校不適応を抱えた生徒を支援する専
門職と医療機関との関連を検討した。１校当たりの学
校医、養護教諭、特支Co、SC、SSW、その他専門職、
要対応生徒の人数を説明変数とした結果、医療機関と
の連携数では、学校医数、特支Co数、SC数、その他
数が関連しており、学校医、養護教諭、SC、補正因
子である要対応生徒を説明変数とした結果、医療機関
との連携数では、学校医数、SC数が関連しているこ
とが明らかになった。

高芝らの調査によると、小児科の心身外来では、子
どもの発達に応じた対応、介入を行うことが重要であ
り、学校との連携が必要不可欠と示している19）。兼坂
らは医療機関においても学校との連携の必要性が望ま
れるが、連携の難しさも報告している20）。岩村によれ

表５　専門職の内訳

専門職 
40 校の 

総人数(%) 

1 校当たり中央値 

（最小値‐最大値） 

生徒 1,000 人年当たり中央値

（最小値‐最大値） 

専門職全体 469 10（4-37） 8.8（1.7-53.3） 

学校医 230（49.0） 5（0-18） 4.4（0-35.6） 

養護教諭 103（22.0） 2（0-10） 1.8（0-12.4） 

特別支援教育コーディネーター 53（11.3） 
0（0-25） 

（40 校中 11 校に在籍）
0.0（0-22.0） 

スクールカウンセラー 78（16.6） 2（0-8） 1.5（0-12.4） 

スクールソーシャルワーカー 2（0.4） 
0（0-2） 

（40 校中 1校に在籍）
0.0（0-1.5） 

その他 3（0.6） 
0（0-2） 

（40 校中 2校に在籍）
0.0（0-1.9） 
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ば、SCは医療を中断した生徒、関わりのない生徒に
対して、どのように紹介するのか悩むことがあると述
べている21）。児童精神科の34.6％が、教育機関と連携
を行っておらず22）、SCが教育機関で生徒に医療機関の
利用を勧めても、精神科の受診や内服に対して抵抗
感を抱く生徒・保護者がいるため、連携に困難を感じ
ている23）－24）。中部地方の公立高校で行ったアンケート
調査では、有賀は教育と医療との連携支援を進めるた
めに養護教諭の支援が重要であることを示した７）。留
目らの研究では、新潟県の公立高校は校内支援体制と
して養護教諭が中心的役割を担っていた25）。本調査で
は、私立高校と医療機関との連携において養護教諭
よりも学校医、SCが強く関与している可能性がある。

また、私立高校と医療機関連携数の各専門職数との関
連の結果から、医療機関との連携数は、専門職数と関
連があることを明らかにした。公立高校では養護教諭
を中心に学校不適応を抱える生徒を支援しているよう
だが、養護教諭は医療機関などの関係機関との連携に
ついて、養成課程で学修する科目が少なく、健康相談
などの業務が中心となっていたのではないかと推察し
ている。また、教育臨床のなかでも学校医、特支Co、
SC、SSWが医療機関と連携を図っているため、養護
教諭は関与しなかったと考えている。

私立高校と医療機関との連携において、専門職ごと
に求められるものとして、生野、大西の調査では、学
校医には小児・思春期医療の知識や経験、学校と医療

表６　１校当たりの医療機関連携数と各専門職数の関連

    β t 値 P 値  

全医療機関 学校医 0.267 2.699 0.011 ＊ 

 養護教諭 -0.077 -0.694 0.492  

特別支援教育コーディネーター -0.043 -0.417 0.679  

スクールカウンセラー 0.353 3.157 0.003 ＊＊ 

 スクールソーシャルワーカー 0.173 1.65 0.109  

その他 0.171 1.836 0.076  

  要対応生徒 0.623 6.56 0.001 ＊＊ 

一般医療機関 学校医 0.153 1.125 0.269  

養護教諭 -0.068 -0.44 0.663  

特別支援教育コーディネーター 0.066 0.461 0.648  

スクールカウンセラー 0.376 2.439 0.02 ＊ 

 スクールソーシャルワーカー 0.211 1.457 0.155  

その他 0.026 0.201 0.842  

  要対応生徒 0.411 3.14 0.004 ＊＊ 

精神科医療施設 学校医 0.231 2.076 0.046 ＊ 

 養護教諭 -0.035 -0.277 0.783  

特別支援教育コーディネーター -0.252 -2.147 0.040 ＊ 

 スクールカウンセラー 0.256 2.032 0.051  

スクールソーシャルワーカー 0.121 1.025 0.313  

その他 0.264 2.507 0.017 ＊ 

  要対応生徒 0.646 6.032 0.001 ＊＊ 

 

 

 

 

 

 

  

P＜.05 * P＜.01 ** 

*全医療機関 R2＝0.738 調整済み R2＝0.680 

*一般医療機関 R2＝0.500 調整済み R2＝0.391 

*精神科医療施設 R2＝0.666 調整済み R2＝0.593 
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機関との治療連携を図るためのコンサルタント能力
などがあり、学校医への教育の必要性が示されてい 
る26）－27）。養護教諭については、岡本らはSCやSSWと
連携を進めるために、福祉的視点を持ち、チーム学校
として児童生徒の支援をしていくことが求められてい
ると述べている28）。特支Coについて、海口、吉利、石
橋、高原らの研究では、発達障害を有する生徒に対し、
校内支援体制の充実を図る必要がある29）が、特支Co
は養成研修を開催し、教育学以外に医学、心理学の基
礎などの研修を受けている。だが、経験年数等の差が
あることが明らかになっている30）－31）。本調査の解析結
果から、特支Co数が負の相関を示しており、研修時
間だけでなく、臨床実習を設けるなど知識と技能を身
に付け、要対応生徒を支援する必要がある。

SCやSSWについては、大島らの調査結果から、岩
手県の小学校・中学校・高校で、精神科医療施設へ
の情報共有の提供者は、担任70.9％、養護教諭10.2％、
管理職6.3％と報告があるように、SCやSSWによる情
報共有があまり行われていない可能性がある14）。SC
やSSWと精神科医療施設との連携が不十分と考えら
れ、要対応生徒の早期発見と精神科医療施設との早
期治療連携が求められるだろう。また、SSWについ
て、小玉ら、狩野の研究で社会福祉士や精神保健福祉
士以外の資格者、または無資格者を任用する現状のな

か、経済的効果はあるが32）、退職教員等を雇用してい
る33）。本調査の結果からSSWは２名と少なく、私立高
校では、未だに人材不足が生じているのではないかと
推測している。

医療機関連携数と各専門職数の関連については、学
校医数、SC数、特支Co数、その他数が関連しており、
医療機関の種類によって、異なる専門職が連携に関与
する可能性を示唆した。私立高校と医療機関が連携す
る際、単一の専門職が担当するのではなく、専門職同
士が協働し、医療機関と連携することで、高校生に良
い影響を与える可能性がある。つまり、今後は、各専
門職の支援だけでなく、不足している専門職の仕事を
専門職チーム全体で補って、医療機関との連携を進め
ることが重要になると考えられる。

本研究は、私立高校の専門職と医療機関との連携に
関して、有用な情報を提供すると思われる。一方、課
題として、回収率が38.7％とやや低く、選択バイアス
の可能性があげられる。症例ごとの問題の深刻度や治
療中断をした高校生の把握、医学的知見による重症度
分類など、十分に検討できなかった。また、観察研究
であるために、因果関係は確定できない。

    β t 値 P 値  

全医療機関 学校医 0.305 0.305 0.305  

養護教諭 -0.106 -0.106 -0.106  

スクールカウンセラー 0.355 0.355 0.355  

要対応生徒 0.636 0.636 0.636  

一般医療機関 学校医 0.174 1.279 0.209  

養護教諭 -0.114 -0.744 0.462  

スクールカウンセラー 0.437 2.934 0.006 ＊＊ 

 要対応生徒 0.448 3.468 0.001 ＊＊ 

精神科医療施設 学校医 0.283 2.287 0.028 ＊ 

 養護教諭 -0.034 -0.245 0.808  

スクールカウンセラー 0.192 1.417 0.165  

要対応生徒 0.613 5.205 0.000 ＊＊ 

 
P＜.05 * P＜.01 ** 

*全医療機関 R2＝0.828 調整済み R2＝0.686 

*一般医療機関 R2＝0.666 調整済み R2＝0.444 

*精神科医療施設 R2＝0.734 調整済み R2＝0.539 

表７　１校当たりの医療機関連携数と一部専門職数の関連
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結　　　語

本研究では、私立高校と医療機関と連携する専門職
の連携状況、連携と専門職との関連が明らかになった。
この知見は私立高校の教職員、高校生、家庭、私立高
校と連携する医療機関に有用な情報となることが期待
される。今後は医療機関と連携する専門職の人材不足
の解消や専門職チームによる対応など、医療機関との
連携を促進する方法を明らかにするため、継続的でよ
り詳細な検討が必要と思われる。
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Supporting high-school students with school maladjustment: 
Collaboration between professionals and medical institutions

Department of Public Health, Yamagata University School of Medicine

Kousuke Kodama, Tsuneo Konta

―Collaboration between schools and medical institutions―

Students at private high schools in the Tohoku region and their parents receive support from 
various professionals, including teachers, school doctors, school nurses, special needs education 
coordinators, school counselors, and school social workers. In addition, school professionals cooperate 
with medical institutions. This study investigated the effect of the collaboration between school 
professionals and medical institutions on students with school maladjustments. This study used 
multiple regression analysis to clarify the relationship between professionals involved in collaboration 
between private high schools and medical institutions. Future collaborations between medical 
institutions and schools should supplement the work of school professionals as a team rather than as 
individual specialists to support high school students. 
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